
様　式　イ

【2１年度】    （+310人）    376,874千円
 ◆新設　　1か所（+90）    91,635千円
  北）(仮称）屯田桃の花　90人
 ◆増改築　　2か所（+60）    261,239千円
  ○ 白）北の星白石 90人⇒120人（+30）
  ○ 厚）青葉興正 120人⇒150人（+30）
 ◆整備促進　2か所（+120）    10,000千円
  ○ 未定 60人　２か所
 ◆分園　2か所（+40）    14,000千円
  ○ 未定 ４0人　２か所

※　計画事業での定員増（310人）以外に、下記の事由により定員
の増減あり。
 ◆廃止     ２か所(△60）
　○ 白）東札幌乳児 　△30人
　○ 厚）青葉乳児 　△30人
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
【19年度】    （+270人）    362,280千円
 ◆新設　　1か所（+90）    93,538千円
  清）アルプス　90人
 ◆増改築　　2か所（+60）    258,742千円
  ○ 豊）中の島 90人⇒120人（+30）
  ○ 西）手稲東 120人⇒150人（+30）
 ◆整備促進　2か所（+120）    10,000千円
  ○ 北）札幌創成 60人
　○ 厚)厚別もえぎ 60人

※　計画事業での定員増（270人）以外に、下記の事由により定員
の増あり。
 ◆定員変更　　１か所(＋15）
　○ 白）まこと 60人⇒75人（+15）

【20年度】    （+360人）    401,109千円
 ◆新設　　1か所（+120）    111,120千円
  東）さっぽろ夢　120人
 ◆増改築　　2か所（+60）    261,239千円
  ○ 東）明園 90人⇒120人（+30）
  ○ 西）西野 120人⇒150人（+30）
 ◆増築　　2か所（+60）    17,128千円
  ○ 白）白石うさこ 60人⇒90人（+30）
  ○ 白）北郷すずらん 60人⇒90人（+30）
 ◆整備促進　2か所（+120）    10,000千円
  ○ 中）大谷オアシス 60人
  ○ 北）新琴似中央 60人

※　計画事業での定員増（360人）以外に、下記の事由により定員
の増減あり。
 ◆新築　　１か所(＋60）
　○ 清）市立認定こども園にじいろ　60人
 ◆廃止     １か所(△30）
　○ 北）新琴似乳児 　△30人
 ◆定員変更　　１か所(△20）
　○ 北）拓北ひまわり 90人⇒100人（+10）
  ○ 東）元町 90人⇒60人（△30人）

平 成 21 年 度 事 業 内 容 （ 予 算 ） 平 成 22 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）

担当 子ども未来局子育て支援部保育指導課　大道　℡211-2985

全　　体　　計　　画
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＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
○１９年度　　　２７０人
　新築　　　　　１件　　９０人　  　　増改築　　　 ２件　　６０人
　整備促進　　２件　１２０人
○２０年度　　　２７０人
　新築　　　　　１件　　９０人　　　　増改築　　　 ２件　　６０人
　整備促進　　２件　１２０人
○２１年度　　　３００人
　新築　　　　　１件　　９０人　　　　増改築　　　 ２件　　６０人
　整備促進　　２件　１２０人　　　　分園　　　　　２件　　３０人
○２２年度　　　１８０人
　新築　　　　　２件　１２０人　　　　増改築　　　 １件　　３０人
　分園　　　　　２件　　３０人

・保育所の待機児童の解消及び超過入所の改善を図るため、保
育所の新築及び増改築等に要する経費の一部を補助する。
・私立保育所新築費補助事業は、待機児童が恒常的に多い地区
等で、国庫交付金を活用し保育所を創設する。
・私立保育所改築費補助事業は、国庫交付金を活用し、老朽化し
た保育所の改築を行う際に、保育所の定員増を行うとともに、一時
保育室等の整備により保育所の多機能化を図る。
・認可保育所整備促進事業は、既存の幼稚園や認可外保育施設
を認可保育所に移行する場合や、市内で認可保育所を設置運営
する者等が新たに保育所を設置する場合に必要となる経費を補
助し、保育所定員の拡大を図る。
・20人程度の認可保育所が必要な地域において、保育所本園と
一体的に運営する分園設置を進めるため、新たな補助事業を展
開していく。

平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

計画体系コード 1-1-1 事業名 保育所待機児童対策事業
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評    価　（　成　果　） 課    題

■市民との連携、市民参加
　平成15年に次世代育成支援に関するニーズ調査を実施し、保育サービスを希望する施設として「認可保育所」を選択した者の数値を基に
保育所整備計画を策定しており、この計画に基づき整備を実施している。

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]　（該当なし）
　 [人材協力]　（該当なし）
　 [情報協力]　（該当なし）
　 [その他の協力]　（該当なし）

　私立保育所新築事業については、適当な事業用地を確保すること
が困難となっている。また、私立保育所改築事業については、現在
165ある民間保育所のうち建築後の経過年数等から判断して改築が
必要と思われる施設の増加が見込まれており、これらの改築を計画的
に進める必要がある。

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり
　保育事業について、札幌市子ども未来局のホームペ－ジで情報提供を行っており、情報の共有化を図っている。

平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ）

今後の事業の予定・方向
　平成１9年度からの４か年で１,020人の定員増を図ることとしているが、待機児童及び超過入所者数の状況等から保育需要を見極め、整備
計画について検証する必要がある。
　また、従来の保育所整備事業による創設や増改築などの大規模な定員増で対応できない20人程度の認可保育所が必要な地域におい
て、保育所本園と一体的に運営する分園設置を進めるため、新たな補助事業を展開していく。

　20年度事業については、予定どおり保育所を整備することができ
た。当該整備によって、保育所の定員増を実施することで保育需要
の増加に対応した。

計画体系コード 1-1-1

市民 ・企業等との協働の状況 （市民 ・企業等の参加、支援、協力の状況）

事業名 保育所待機児童対策事業

17,635人
（H22.4.1）

17,755人
（H23.4.1）

17,750人
（H23.4.1）

保育所定員数
16,730人
（H19.4.1）

17,015人
（H20.4.1）

17,385人
（H21.4.1）

達　成　目　標　の　状　況

項　　　　　　目
22年度末
(予　　定)

22年度末
(目　　標)

18年度末
(現　　状)

19年度末
(実　　績)

20年度末
(実　　績)

21年度末
(予　　定)
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《全体》
[19年度]

[20年度]
　【計画と予算の差】
　・私立保育所の新築の定員増（９０→１２０人）による増
　・私立保育所の増築（２件）追加による増
［21年度］
　【計画と予算の差】
　・私立保育所の改築について計画策定時に想定していた施設（定員60人施設)と実際に整備した施設（90人施設）の定員の差による増

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　実　績　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

一 般 財 源
00

財
源
内
訳 54,254

事　業　費　の　進　捗　率

367,000 401,109 376,874

494,513259,659

1,144,983

0
10,000

213,000
国 ･ 道 支 出 金

117,000 96,000
234,854

0

事 業 費

市 債
そ の 他

予　算

事 業 費

財
源
内
訳

国 ･ 道 支 出 金
市 債
そ の 他
一 般 財 源

353,000
そ の 他
一 般 財 源

119,000 88,000 82,000 64,000
0

10,000 42,186

計　画

事 業 費

財
源
内
訳

国 ･ 道 支 出 金
市 債

事　　業　　費　　の　　推　　移
項  目 19年度 20年度 21年度 22年度 計

1,375,000
238,000 240,374 229,590 180,013
367,000 370,560 361,385 276,055

887,977

49,795 32,042 134,023
0 0 0 0

－
738,656

119,000 96,000 87,000 302,000
238,000 260,740 239,916

0 0 0
104,327

362,280 399,487 － － 761,767
44,369 49,958

　（H19実績事業費＋H20実績事業費＋H21予算事業費） ／ （計画事業費） 82.8%
10,426 43,828

実　績

平 成 21 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ３ ） （単位：千円）

計画体系コード 保育所待機児童対策事業1-1-1 事業名


